
【歳入】
 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 69,400 千円

（H30地方消費税交付金予算額　161,000千円×7/17）

【歳出】

千円

(単位：千円)

国(県)
支出金

地方債 その他

地方消費税
交付金
(社会保障
 財源分)

その他

福祉医療給付事業 51,756 18,555 0 0 2,332 30,869

障害者福祉事業 254,303 171,082 0 300 5,824 77,097

高齢者福祉事業 198,060 10,177 0 2,240 13,039 172,604

児童福祉事業 218,675 90,199 0 14,507 8,005 105,964

母子福祉事業 1,976 0 0 0 139 1,837

小　　　計 724,770 290,013 0 17,047 29,339 388,371

国民健康保険特別会計繰出金 102,570 43,066 0 0 4,179 55,325

後期高齢者医療特別会計繰出金 36,445 27,333 0 0 640 8,472

介護保険事業特別会計繰出金 107,882 1,135 0 0 7,498 99,249

小　　　計 246,897 71,534 0 0 12,317 163,046

健康増進事業 18,380 3,823 0 2,056 878 11,623

がん検診等事業 6,538 0 0 2,169 307 4,062

病院事業会計繰出金 349,652 0 0 736 24,507 324,409

古海診療所特別会計繰出金 1,480 0 0 0 104 1,376

予防対策事業 20,450 160 0 0 1,425 18,865

母子保健事業 7,781 308 0 20 523 6,930

小　　　計 404,281 4,291 0 4,981 27,744 367,265

1,375,948 365,838 0 22,028 69,400 918,682
※１

※２

※３ 上記経費については、事務費及び職員の職員給与費等を除いています。

地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当状況

　地方消費税交付金のうち消費税引上げに伴う増収分については、「消費税法第１条第２項に
規定する経費（年金、医療、介護、少子化対策）その他の社会保障施策（社会福祉、社会保
険、保健衛生に関する施策）に要する経費に充てるものとする」とされています。

　平成30年度信濃町一般会計予算における社会保障施策経費への充当状況については、下記の
とおりです。

1,375,948

財 源 内 訳
特 定 財 源  一 般 財 源

合　　　計
地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、地方消費税交付金の平成30年度予算額の17分の7に相当する額。

 地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保
障施策に要する経費

区    分
平成30年度
当 初 予 算

社
会
福
祉

社
会
保
険

地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、「社会保障４経費」（制度として確立された年金、医療及び介護の社会
保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費）に係る事業へ按分し充当しています。

保
健
衛
生


